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「先人から学ぶ三つのこと」

日本経済は、アベノミクスの奏功により、株安、円高が大幅に改善した
ほか、企業収益も順調に回復し始め、長年苦しんできたデフレ脱却が現実
のものとなりつつある。この好機を逃すことなく、持続的な成長軌道に乗
せられるよう国を挙げて取り組んでいかなくてはならない。
一方で、日本は対GDP比200％超の政府債務残高を抱えている。これに
より財政の硬直化や国民の将来不安などが生じ、経済成長の足を引っ張っ
ている。そのため、経済成長と合わせて財政再建も達成しなければならな
いが、債務残高が歴史的、国際的に最悪の水準にある中、困難を極めるこ
とは想像に難くない。
ただ、幸いにも、われわれは自分たちの先人から多くのことを学ぶこと
ができる。とりわけ、次の三つの教えをしっかりと受け止め、経済成長と
財政再建の両方を実現していく必要があろう。
１.「放漫財政のツケは必ず自分自身に跳ね返る」
約70年前、日本は膨張する軍事費に歯止めがかからず、終戦前年には日
本の政府債務残高は対GDP比200％を超えた。敗戦後、そのツケの相当部
分は、預金封鎖・新円切替・財産税などにより、多くの日本国民が背負うこ
ととなった。
現在が戦中の混乱期と同じ水準であることには驚きだが、財政赤字のツ
ケは、誰かが払ってくれるのではなく、自分自身に跳ね返ってくるという
ことを学ぶ必要がある。
２．「財政再建は国家百年の計である」
戦後最長のいざなみ景気の中、歳出削減を主とした財政再建にかじを切っ
た小泉政権下にあっても、プライマリー・バランスこそ改善したものの、債
務残高を減らすまでには至らなかった。
財政再建は決して短期間ではできないし、不況時では難しい。好況時に
こそ取り組まなければならない。経済成長と財政再建はバランスを取りな
がら、中長期的な視点に立ち、両方とも着実に進めていくべきだ。
３．「われわれ経営者の志で日本は絶対に再生できる」
戦後、日本は焦土の中から「東洋の奇跡」といわれる復活を果たした。そ
の原動力は、経済同友会設立趣意書にもある「経済人として新生日本の構
築に全力を捧げたい」とする先人経営者の高い志であった、と思う。
政府はこの一年で経営環境を改善させてくれた。次は、企業が積極的に
投資を行い経済成長のエンジンに火を付ける番だ。企業経営者は、「今こそ
自分たちの出番。必ず日本経済を再生させる」という強い使命感を持って、
日々の経営に邁進すべきだ。

【ロシア・古布(年代不明)】
ロシアのフォークダンス衣装によく見られる
花模様です。イスラム美術の影響が感じられる
デザインです。

今月の表紙：世界の文様シリーズ


